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『電子契約システム』を導入します
和歌山県の行政DXにおいては、庁内の主要な業務やデータフローを総点検し全体最適を図る

「基幹業務システム最適化」の取組を推進しているところです。
このたび、その一環として、契約事務の効率化・ペーパーレス化に向けて、２月２４日(月)

よりクラウド型の『電子契約システム』を導入します。
つきましては、下記のとおり、民間事業者のみなさまを対象としたシステム導入説明会を開

催しますので、お知らせいたします。

電子契約とは、契約事務を電子的に行う仕組みで、従来の紙契約の際に発生していた製本、
郵送、押印等の事務手続きが軽減されます。
今回導入する電子契約システムは事業者署名型（立会人型）であり、メールアドレスによる

本人認証を行うことで、契約締結を行うものとなります。

県が導入することで、契約相手方はメールアドレスのみ準備すれば、費用負担なく利用する
ことが可能です。

契約締結のスピード化 コスト削減 コンプライアンスの強化

電子契約の場合、紙を印刷

して、製本・押印・郵送

作業等がなくなり、ウェブ

上で作業が完結します。

印刷代、インク代、郵送代

の削減が可能。契約相手方

は印紙税が不要になり、

双方のコスト削減に繋がり

ます。

取引する書面を全てシステ

ム上に保管することで一括

管理でき、検索してすぐに

参照・利用可能。原本紛失

のリスクもありません。

紀北会場（和歌山市） 紀南会場（田辺市）

日 時 令和７年２月７日（金）10:00～11:00 令和７年２月７日（金）14:00～15:00

場 所 和歌山県庁北別館２階 大会議室 和歌山県立情報交流センターBig・U 研修室１

開催方法 ハイブリッド（現地、オンライン）

申込URL https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLScObPjIRzs_HnINuH0huMkfWlRRBmfxfSYQv9iXIexucrRKvw/viewform?usp=header

備 考 現地参加は先着100名とさせていただきます

（連絡先）
総務部 行政企画局 行政企画課
担 当：後藤、口井
電 話：073-441-2171

県 事業者

①契約書アップロード

②同意 ②同意

③電子署名・タイムスタンプ
（改ざん防止）

〈 フローイメージ 〉

システム概要・イメージ

電子契約のメリット

システム導入説明会



 

2025年1月15日 

弁護士ドットコム株式会社 

 

和歌山県が、 

電子契約サービス導入で「クラウドサイン®︎」を利用開始 

〜3,000社以上の事業者を対象に電子契約化を推進〜 

 

 弁護士ドットコム株式会社（東京都港区、代表取締役社長兼CEO：元榮 太一郎）は、和歌山

県（知事：岸本 周平）が、契約マネジメントプラットフォーム「クラウドサイン®︎」を導入し

たことをお知らせいたします。 

 また、クラウドサイン®︎の全国の自治体における導入シェア率は70％※1となり、地方自治体

における電子契約導入数No.1※1のサービスとして、引き続き全国の電子契約化を推進してまい

ります。 

※1：全国の自治体が公開している公募・入札・プロポーザル情報から有償契約後導入が決定している自治体数を自社調査で

比較。2025年1月1日時点調べ。 

 

 和歌山県においては、2025年2月よりクラウドサイン®︎を活用した電子契約サービスの運用を

スタートすることとなりました。この導入により、3,000社※2以上の事業者との契約手続きが

電子化することが可能となり、業務の効率化が推進されます。 

※2：和歌山県物品の購入、役務の提供等に係る競争入札参加者資格及び和歌山県建設工事入札参加資格等保有者の県内事業

者総数より算出（2024年12月1日時点） 

 

 クラウドサイン®︎の導入にあたっては、書類や対面で行っていた契約業務全般をデジタル化

し、業務の最適化とDX施策の加速を目的としています。従来の紙による契約事務を電子化する



 

ことで、県民および自治体職員の利便性向上はもとより、事業者の活用において契約業務の効

率化やコスト削減も見込まれています。 

 

■和歌山県からのコメント 

「和歌山県では2022年4月に『和歌山県庁DX推進本部』を新設したことを皮切りに、『行政のあ

り方を全面的にデジタルを前提としたものへと移行する』DXの取り組みを本格的にスタートし

ました。その一環として、2025年2月24日（月）より、クラウド型の『電子契約システム』を導

入します。多くの契約を電子化することで、組織全体のデジタル化をより一層加速させていき

たいと考えています。今後も引き続き、デジタル技術を活用しつつ、県民サービスの向上及び

行政サービスの効率化に積極的に取り組んでまいります」 

 

■クラウドサイン®︎自治体向けプラン：https://www.cloudsign.jp/government/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■クラウドサイン®︎について：https://www.cloudsign.jp/ 

 クラウドサイン®︎は、契約の締結から管理、AIレビューと、一貫してデジタル上で完結できる

契約マネジメントプラットフォームです。電子署名法に準拠した電子署名とタイムスタンプに

よって円滑かつ安全な契約締結ができ、2023年には汎用型電子契約サービスで日本初となる

『マイナンバーカード署名』機能もスタート。また、AI契約書管理機能や、AIレビュー支援サ

ービス『クラウドサイン レビュー』などAI技術を積極的に採用することで、契約業務全体の時

間短縮を実現しています。また、電子契約市場においては企業や自治体などで幅広く導入され

ている、No.1※3のサービスです。 

※3：株式会社富士キメラ総研「ソフトウェアビジネス新市場2024年版」（電子契約ツール2023年度実績）市場占有率 

 

https://www.cloudsign.jp/


 

 

■弁護士ドットコムについて https://corporate.bengo4.com/ 

本社  ｜東京都港区六本木四丁目1番4号 黒崎ビル 

設立日         ｜2005年7月4日 

資本金         ｜545百万円（2024年9月末現在） 

代表者      ｜代表取締役社長 兼 CEO 元榮 太一郎 

上場市場  ｜東京証券取引所グロース市場 

事業内容     ｜「プロフェッショナル・テックで、次の常識をつくる。」をミッションとし 

        て、人々と専門家をつなぐポータルサイト「弁護士ドットコム」「税理士ド

ットコム」「BUSINESS LAWYERS」、契約マネジメントプラットフォーム 

        「クラウドサイン®︎」を提供。 

URL         ｜https://www.bengo4.com/corporate/ 

 

本件におけるお問合せ先 

 弁護⼠ドットコム株式会社 広報担当 

 所在地｜〒106-0032 東京都港区六本⽊四丁⽬１番４号  

 T E L ｜03-5549-2854 

 F A X ｜03-5549-2565 

 E-Mail｜info-press@bengo4.com 
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